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 郵政民営化委員会（第７２回）議事要旨  

日時：平成２３年１１月２２日（火） ８：００ ～ ９：４０ 

場所：内閣府本府３階特別会議室  

（委員４名出席）  

 

１． 概要 

 現在、当委員会では、郵政民営化法第１９条に基づき、来年３月までに意見書を提出する準

備を進めている。本日は、意見書の目次案と流れ、ならびに、来月、総務省・金融庁・日本郵

政株式会社および傘下の主要４社に対して実施予定のヒアリング内容について議論した。 

 

○まえがきの文章について 

 第２パラグラフの表現は分かりにくいため、「郵政民営化は、郵政事業の健全性を確保

し、国民利便の向上を図るとともに金融市場の機能の歪みを是正し、金融市場を通じた資

源配分の効率化を促進するために行われた明治以来の大改革である。」との記述に変更する

方が分かり易い。 

○ 民営化の趣旨・目的に沿った現状の評価を盛り込む。 

○ 経営者としての取り組みについて論じることについて 

 歴代の経営者の取り組みに対する評価について盛り込む必要があるのではないか。 

 歴代の経営者に対して、政府が継続的に同じことを要請してきたのかどうかという問

題もあるかもしれないが、歴代の経営者の取り組みに対して評価することについては当委

員会の仕事かというとそこまではやらなくてよいのではないか。 

 国民目線に立った評価というものが重要であって、経営者としての取り組みについて

疑問があるということは若干触れてもよいとは思うが、個別の経営陣について意見を述べ

ることは適当でない。 

 「事業価値の向上と健全経営の確立」という章立てがあるが、経営全般・経営体制が

これまでの形で良かったのかについて書いた方がよいと思う。 

○ かんぽの宿について 

 この問題で西川前社長は国会に何回も呼ばれていたため、評価は抜きにしても、その

間、国会でどういう審議が行われていたか事実としては残しておいた方がよい。 

 経営陣が頻繁に国会に召致されたことにより、経営に集中することができず、民営化

プロセスに影響があったことは否めない。 

○ 郵便事業会社の赤字について 

 郵便事業会社の赤字については、将来的に多大な国民負担となる。数ヶ月前に今後の

見通しについて聞いたが、この点は詳しく検証する必要がある。また、上場するとなると

四半期開示が必要になるが、未だに半期開示である。毎年１,０００億円の赤字が膨らんで

いくとなると、半年毎の開示では何が起こっているか分からないため、四半期開示が必要

である点、あるいは、四半期開示に向けた対応が進んでいるかという点についても意見書

に盛り込むべきである。 
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○ 株式売却凍結法の影響について 

 売却凍結による民営化への影響について書くべきではないか。西川前社長時代は一つ

の目標として上場があった。収益の確保、市場における公平な競争環境の確保、コン

プライアンス態勢の整備といった上場するための課題が明確であった。上場を目指し

ていた時に進めていたことが、そのまま継続されているのか、止まってしまっている

のかについて確認する必要がある。 

 次回のヒアリングのときにそのポイントについて確認する必要がある。 

○ ユニバーサルサービスについて 

 全国津々浦々に郵便物を送達することはユニバーサルサービスであるが、全国津々

浦々に郵便局を設置することはユニバーサルサービスではない。これらは区別して議

論されるべきである。 

 ユニバーサルサービスに対する誤認識について意見書を通じて伝わるとよい。 

 ユニバーサルサービスの実現については工夫の余地があること、新技術が出たときは

変容する可能性が十分考えられるといった記述が必要である。 

○ 郵政改革法について 

 郵政民営化法スキームの郵政改革法スキームとの違いを示すために、意見書にそもそ

もの郵政民営化法スキームについて記載すべきではないか。 

○ マクロ環境について 

 マクロ環境について、政治から離れたところで２点追加した方がよい。１点目は、こ

の３年間ＩＴが大きく進歩したこと。メールやインターネットが業績を引き下げる要

因の一つになっている。２点目は、３年間ゼロ金利のままで今後変わりそうにないこ

と。これは金融事業の健全化に結び付け易いと思う。 

○ ＴＰＰの影響について 

 ＴＰＰとの関係において、郵政民営化の現状が議論される可能性があることも記載す

べきである。 
 

２－３．ヒアリングについて 

 前回の意見書で指摘した項目について、この３年間進んだのか、停滞したのかについ

て確認し、今回の意見書に盛り込んだらどうか。 

 上場凍結について、現場でどう思っているのか聞いてもよい。 

 中国郵政との提携等、この３年間に新規に着手したことについて、どういう目的があ

って、どういう議論のプロセスがあって、そこに至ったのかについて確認したい。 

 郵便局の震災における努力を反映させたいため、どういう役割を果たしたのか確認し

たい。 

 

（注）以上は速報のため事後修正の可能性があることに御留意下さい。また、詳細については

追って公表される議事録をご覧下さい。 

 

 


